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各章の要約（抜粋） 

 

第１章 事業の概要 

本事業の背景と目的の概要ならびに事業推進の方向性等を検討するための検討委員会

の設置、委員会における検討事項、本事業で使用する地上レーザ計測装置の規格・性能等

について整理した。  

 

第２章 調査対象地 

本事業の調査対象地である北海道森林管理局管内の２箇所（カラマツ人工林、トドマツ

人工林）、九州森林管理局海南の３箇所（ヒノキ人工林、スギ人工林、ヒノキ・スギ人工林）

の林分概況を述べるとともに、調査区域の設定、事前調査における調査方法ならびに結果

の概要を取りまとめた。  

 

第３章 標準地調査 

地上レーザ計測の精度検証を目的として各調査地で標準地調査を行った。標準地の設定

にあたって当該林分の林相を代表する箇所を選定するため、オルソ画像から簡易画像解析

法により立木分布図を作成した。林地全体を 10m メッシュ化して、立木密度を指標として

３段階に層化し、林地全体に占める層化区分の比率が一致するように、また抽出面積率が

5%以上となるように調整して、標準地調査プロットを選定して、毎木調査（標準地調査）

を実施した。なお、空知カラマツ人工林および空知トドマツ人工林については、対象区域

が 1ha 以下と少面積であったため、標準地を設定せず対象区域全体で毎木調査を実施した。 

 

第４章 地上レーザ計測 

地上レーザによる森林計測について、作業の進め方、計測の方法、専用解析ソフトによ

るデータ処理方法および出力結果（立木情報一覧、３次元点群画像、樹幹形データ、等高

線等の地形情報等）について概観した。出力される計測結果については、レーザ計測の特

性上、ノイズも含まれるため、データ処理および出力結果を確認する際の留意点等につい

て述べた。  

 

第５章 データ補正後の精度と検証  

地上レーザ計測では一般にノイズが含まれるため、地上レーザ計測における計測精度と

ノイズ除去の方法等について検討するとともに、過小評価となる樹高についてその補正方

法を検討した。また樹高補正の過程で得られる樹幹形と材積に関する解析方法を概説する

とともに、補正後の計測データの精度について標準地調査結果と比較検討した。また各調

査地における立木本数および材積について、集計方法（面積拡大法、本数拡大法、地上レ

ーザ計測）ごとに算出した。  

 

第６章 地上レーザ計測による収穫調査  

収穫調査では樹種判別および品質区分が必須項目であるが、地上レーザ計測ではその対
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応が現状では困難である。その解決策として、標本調査で得られる樹種判別および品質区

分の基本データを調査地全体に割り振る集計方法を提案した。その際、従来の標準地調査

に代えて、より簡便な「標本木法」を提案しその調査手法についても併せて提案し、地上

レーザ計測による収穫調査の手順について取りまとめた。  

 

第７章 OWL による現地計測の留意事項  

収穫調査の対象となる森林は、樹種構成、地形、生育経過など、その状況は様々であり、

また計測する際の環境条件・気象条件も異なる。森林計測ではその時点で臨機応変に判断・

工夫することも必要であり、地上レーザ計測においても同様である。地上レーザ計測の実

際的な計測方法および留意点等について、地上レーザ装置 OWLの資料等を参考にしつつ、

経験的に現時点で明らかになっている事項を整理した。  

 

第８章 地上レーザ計測による収穫調査の検査方法 

「立木調査の検査」に関して、従来の立木調査と地上レーザによる調査では、計測方法

や調査手順等が異なるため、その特性を踏まえた検査方法が必要である。一方、地域によ

る樹種構成や優良材の市場価格、あるいは木材の取引慣行等を反映して、従来の収穫調査

そのものの地域差ともなっている。そのため、各森林管理局における収穫調査規定等を考

慮しつつ、地上レーザによる収穫調査の検査方法について検討した。  

 

第９章 立木販売公売公告における提供情報の検討 

従来の収穫調査報告に加えて、地上レーザ計測で得られる立木の形状、3 次元立木位

置、地形データ等は、立木販売や森林管理に関連した有益情報として新たな活用に発展す

る可能性がある。本事業では、立木販売公売公告における地上レーザ計測情報の活用メリ

ットを探るため、立木の購入事業体等を対象としたアンケート調査を実施し、需要者側の

視点を踏まえた効果的な活用方法・公開方法について検討した。 
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まとめ 

 

 収穫調査業務における地上レーザ計測装置の活用を想定して、収穫調査区域５箇所を対

象に、事前準備、現地での計測方法、取得データの解析方法、調査結果の出力内容、収穫

調査の検査方法、さらに実務上予想される課題の解決策についても検討した。その上で、

地上レーザによる収穫調査の手順や留意事項等を、実務的な観点から集約した。また地上

レーザによるデータ・情報の活用可能性についても検討し、立木販売公売公告での追加的

な情報提供内容について整理・提案した。地上レーザ計測装置による収穫調査の作業内容・

留意事項等の要点について、巻末資料に参考として掲載した。  

 

地上レーザ計測に限らず、すべての技術・機材には利点と欠点があが、収穫調査での活

用にあたって、地上レーザの特性を十分に理解しておく必要がある。従来の調査方法と異

なる作業工程となることなどを理解した上で、地上レーザによる現地調査の手順や作業内

容を見直し、必要に応じて人員配置にも留意して、効率的な調査実施体制を整えていく必

要がある。  

地上レーザ計測装置 OWL を１台のみ使用して、現地計測からデータ解析・各種集計・

収穫調査復命書作成までを比較的スムーズに処理できるのは、調査面積が１ha 程度までで

ある。それ以上の広い調査区域であっても OWL１台で対応は可能であるが、計測点数が増

えることで、現地作業の手間が増えるが、むしろそれ以上にデータ解析の処理作業に時間

を要する可能性がある。比較的平坦な林地で下層植生も少ないような好条件であれば３ha

程度の調査は可能である。しかし、それ以上の数 ha 規模の調査ではレーザ計測のデータ量

が大きくなり、解析処理のための PC も高スペックで、記憶容量（HDD）にも相当の余裕

が必要になる（ノート PC で HDD 250GB では小さいであろう）。ha 単位の計測を想定する

のであれば、データ処理の負荷も想定した上で、現地での計測手順や計測箇所を含めた調

査計画を立てる必要がある。またデータ解析用 PC の処理能力を最大限発揮するよう、専

用 PC の保有も選択肢として考慮したほうがよいであろう。  

 

収穫調査で求められる樹種判別や腐れ等の材質的欠点等の評価については、レーザ計測

では対応がむずかしい。本報告では、“標本木調査”の結果を利用することで、これら評価

の不足を補う方法を提案した。樹高については、レーザ計測の特性上（地上レーザに限ら

ず航空レーザ等でも）、現時点でその計測精度を確保するのはむずかしいため、樹高を補正

する２つの方法を提案した。樹高曲線法による補正方法（標本木の実測データから樹高曲

線を適用する方法）は OWLManager の最新バージョンですでに導入済みであるが、この方

法であれば従来から行ってきた計算処理であり、樹高補正の手法として受け入れ易いであ

ろう。もうひとつの樹幹形モデルによる樹高補正は、その計算過程で樹幹の形状と単木材

積が算出できるので、将来的には使途が広がる可能性がある（例えば、採材計算、立木在

庫管理など）。ただこの方法は、データ解析が複雑になるので躊躇される可能性はあるが、

方法論として適用可能と判断されれば、計算プログラムで処理するだけであり、取り扱い

としてはむしろ容易になる。膨大な点群データの処理に特化した専用プログラムがあるの
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と同じことである。このように、地上レーザ装置からの出力データをそのまま使おうとす

るだけでなく、利用する側の目的や利便性に応えるべく、必要なソフトウエアを開発する

など適切な改善策を考案し、現実的な対処方策を工夫することで、新しい技術・機材の活

用を図ることが肝要である。  

 

 地上レーザ計測で得られるデジタルデータは、適切なデータ処理を図ることにより、現

地作業および内業の効率化・省力化が期待される。また森林管理システム等との連携を視

野にデータベース化を図るなど、将来的な活用の展開が期待される。だが、ICT 関連機器

を、収穫調査を含めた森林資源管理業務のシステム化に活用しようとしたとき、林業現場

の技術的な慣行の見直しが必要になりそうである。例えば、直径や樹高の数値を丸める「括

約」、あるいは地域・樹種・径級ごとに定められている幹材積表である。立木の価値や利用

の仕方は以前とは大きく変化している。計算手法もかつての「手計算」の時代ではないの

で「括約」表現へのこだわりは必要なのか再考してよいであろう。幹材積表については、

対数形式があったり胸高係数の形式があるなど、1950 年代に作成された幹材積式が統一性

のないまま現在に至っている。なかには、材積式とのその係数の出典が定かでないものも

あるようである。デジタル機器の利便性を最大限に活用して、森林・林業の様々な場面で

ICT 化を図るのであれば、新しい技術・機材に併せて、旧来の方法論を見直すべきは積極

的に見直すべきであろう。従来の慣行を見直すための調査分析等も必要になる場合もある

が、林業のデジタル化・ICT 化推進のために、必要な見直しが図られることも期待する。  

 

 地上レーザ計測では、森林内部をスキャンすることにより、調査対象の主林木だけでな

く、それ以外の雑草木や地表面を含めた森林の３次元空間データ（点群）が得られる。膨

大な点群データから、目的とする「必要な情報」を導き出すための情報処理技術がレーザ

計測の価値を左右する。様々な有益な情報（例えば、詳細な地形データや立木位置図など）

が読み取れるとなると、従来の収穫調査の作業範疇を超えたデータ取得の要望がでてくる

ことも理解できることである。しかし、広い調査区域を対象とする必要のある情報を得る

ためには、点群データそのものが膨大となり、ソフト的な解析技術だけでなく、PC スペッ

クなどハード面の強化も必要になる。そうした解析技術的に新たに生じる負荷を引き受け

るかどうかは、「必要な情報」を得ようとする目的次第である。ICT の導入・活用を考える

場合は、短期的なコストパフォーマンスを判断するだけでなく、長期的な業務環境の変化

やその改善策等も視野に、導入メリットを判断する必要がある。  
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